

































































(借地借家法２条１号) とされているが､ 所得税､ 法人税および相続税の
それぞれに規定される借地権は､ 次のとおりである(１)｡
 所得税法は､ 借地権を ｢建物若しくは構築物の所有を目的とする地




 法人税法には､ 借地権について定めている規定はない｡ 法人税法施
行令には借地権について定める条項が２つあるが､ その定義は異なる｡
まず､ 法人税法施行令条は､ 借地権を ｢地上権又は土地の賃借
権｣ と規定し､ 借地借家法の借地権に限らず､ 地上権と土地の賃借権
のすべてを対象としている｡
これに対し､ 同施行令条は､ 借地権を ｢建物又は構築物の所有
を目的とする地上権又は土地の賃借権に限る｣ と規定している｡ 同施
行令条と異なり､ 借地権に当たる地上権､ 土地の賃借権の範囲を
限定はしているが､ 一方で ｢構築物の所有を目的とする｣ 場合も含ん
でおり､ 借地借家法の借地権より若干広くなっている｡








(地価税法２条３号)｡ ただし､ 同法は､ 平成年から当分の間課税が停止されている (租税特別措置法条)｡
 借地権の評価を相続税法条の適用とすることについては､ 同法条括弧書きに地上権について ｢借地借
家法に規定する借地権……に該当するものを除く｣ としているが､ 借地権である賃借権についても､ 同法
条が適用されると考えられる｡ その理由としては､ 特に明文の定めはないが､ 同法条以下のような評価の






















とされ､ それには､ 地上権設定契約および賃借権設定契約がある｡ これら
の契約により生ずる権利のうち特に建物の所有を目的とする地上権または






 渡辺淑夫 『借地権 (第３版)』 １頁 (中央経済社､ 	)｡
１. 地上権の意義
地上権は､ 他人の土地において工作物または竹木を所有するためにその
土地を使用する権利である (民法条)｡ 地上権とは､ 物権のひとつであ
り､ 用益物権とされる｡ したがって､ 地上権は､ 土地に対する直接的排他
的な支配権とされる｡
地上権は､ 物権の一般的な原則に基づき､ 地上物とともに､ あるいは､
それとは別に権利自体を譲渡したり､ 担保に供したり､ あるいは賃貸した





も比較的強固であったため､ 土地利用権設定に際し､ 地主は､ 民法起草者
の思惑に反し､ その一般的優位を利して前者を避け､ 後者を選んできたと







諾成､ 有償､ 双務の契約である (民法条)｡ 賃借権は､ 賃借の目的物で
ある土地を使用収益できるという点で､ 地上権と同様の性格をもっている｡





 民法施行前から存在するいわゆる借地権は､ 一律に地上権と ｢推定ス｣ ることとして､ 土地利用権を保護
した (推定地上権) ような経緯も存在する (関彌一郎・高橋良彰 ｢基本法コンメンタール第四版物権｣ 頁
()､ 甲斐道太郎・石田喜久夫編 『借地借家法』 	頁 [岡本詔治執筆] (青林書院､ ))｡
 関彌ほか・前掲注頁｡
 渡辺・前掲注２頁｡
ないでした譲渡または転貸は､ 契約解除の理由になる (同条２項)(７)｡ ま
た賃借権の登記は､ 地主の承認を得ないとすることができないと解されて











権をいい (借地借家法２条１号)､ 地上権および賃借権を区別せず､ 建物
の所有を保護することを目的とした土地利用権である｡
土地利用権は､ 地主の意向により専ら賃借権とされたことなどから､ 未
登記が多かった｡ そのため､ 実際日露戦争以後､ 都市部への人口集中によ
る宅地需要などによる地価高騰から､ 貸地引上げ､ 地代値上げをねらった
土地売買にゆさぶられて､ 借地人は､ 地主または譲受人の法外な値上げ要
求に屈するか､ 建物収去・土地明渡しを余儀なくされた (いわゆる ｢地震










 水本浩・遠藤浩編 『債権各論編 (改訂版)』 













新したものとみなし (借地借家法５条１項)､ また､ 借地人が土地の
使用を継続するときも､ 建物が存する限りにおいて法定更新の制度が












もらうことができる (借地借家法条)｡ 民法では､ 地主の承諾なし
に譲渡または転貸はできない (民法条)｡
 さらに､ これらの規定に反する合意であって借地人に不利なものは





 稻本洋之助・澤野順彦編 『コンメンタール借地借家法 (第３版)』 




























 ただし､ 借地借家法条 (旧借地法９条) では､ 一時使用のために借地権を設定した場合には､ 借地借家
法の適用はないとしている｡ 借地借家法上､ 一時使用の借地権とは､ ｢その目的とされた土地の利用目的､ 地





 本件は､ 賃貸人がゴルフ練習場を営む賃借人の建物の収去と土地の明渡しを請求したため､ 賃借人が､ 当
該土地の賃貸借は借地法の適用があって､ 明渡請求はできないとして争われた事案である｡
 稲葉威雄ほか編 『新・借地借家法講座第１巻総論・借地編１』 頁 [稲葉威雄執筆] (日本評論社､ 

)｡












本判決で､ 原告らは､ 自動車教習場では､ 建物は敷地の僅かな部分 (本
















 本件は､ 原告の被相続人が他から借り受けていた本件土地の上に存する権利を相続した原告が､ 相続税の













しかし､ 本裁決は､ ｢本件土地は､ 中古車センターの一部を形成してお
り､ 地上には本件建物等が存するものの､ これらは､ 飽くまでも本件土地
の一部を占めているにすぎず､ 大部分は､ 自動車展示場及び進入路として




登記を禁じている (第８条)｡ これらによれば､ 本件建物等の所有は､ 自
動車販売業の事業遂行にとっては付随的な従たる目的にすぎないと認める
のが相当であるから､ (中略)､ 本件土地の賃貸借関係は､ 本件建物等の主
たる目的とするものとは認められない｣ とした｡




それでは､ 借地借家法にいう ｢建物の所有を目的とする｣ 地上権または
賃借権の ｢建物｣ とは､ どういうものだろうか｡
建物は､ 一般的な語義としては､ 人が住んだり物を収めたりするために
造られたものであり､ 建築物､ 建造物の略であるが､ さらにその内部空間
について居住､ 執務､ 作業､ 娯楽および文化等の便益の享受､ 物の収納､
貯蔵および飼育等の目的をもって利用されるもので､ 人の出入りを伴なう










る (民法条１項)｡ また､ 建物は工作物 (民法条) ではあるが､ 工作














または荷物積卸場 (ただし､ 上屋を有する部分に限る)､ 野球場または
競馬場の観覧席 (ただし､ 屋根をを有する部分に限る)､ ガード下を利
用して築造した店舗・倉庫等の建造物､ 地下停車場､ 地下駐車場また
は地下街の建造物､ および園芸または農耕用の温床施設 (ただし､ 半永
久的な建造物と認められるものに限る) を掲げており､ 一方､ 建物として
取り扱わないものの例として､ ①ガスタンク・石油タンクまたは給水タン
ク､ 機械上に建設した建造物 (ただし､ 地上に基脚を有し､ または支柱












令条､ 条および条の３カ条に規定がある｡ その中でも､ 特に同
法施行令条は､ 権利金の認定課税の範囲に関する重要な規定と考えら
れる｡




(以下この条において ｢権利金｣ という｡) を収受する取引上の慣行がある
場合においても､ 当該権利金の収受に代え､ 当該土地 (借地権者にあつて























金は､ ｢有償……による……役務の提供｣ に係る収益の額に当たり､ 益金
となる｡ そして､ 法人税法条２項は､ 有償の場合だけでなく､ 無償によ
る資産の譲渡又は役務の提供についても､ 収益が生じるものとして､ 益金
の額とすることとしている｡ そのため､ もし権利金を収受しなかったとし





















 金子宏 『租税法 (第版)』 頁 (弘文堂､ 		)｡






























 高木文雄 『法人・個人をめぐる借地権の税務』 頁 (清文社､ 	)｡


































 構築物とは､ 人間が継続的に居住・滞在する目的以外のために設計された建造物とされる｡ 構築物は､ 建




コンメンタール法人税法』 頁 (第一法規､ 加除式)､ 桜井巳津男・渡辺淑夫・増
原繁樹 『借地権課税の理論と実務 (６訂版)』 頁 (財経詳報社､ )｡
いて地主が土地を使用できず､ 土地の利用が制限される点では共通してい

























 同旨のもので､ 次のようなものがある｡ 借地権の設定のみについての記述のもの (鈴木修三 ｢所得金額の
計算と税務申告書の記載 [益金の額の計算] ３借地権｣ 税経通信巻号頁 ())､ 法人税法でいう
借地権は､ 地上権又は土地の賃借権をいうと記しているのみのもの (武田監修・前掲注 『法人税法』 	
頁)｡
 武田昌輔・渡辺充 ｢借地権課税の研究 [２]｣ 日税研論集７号頁 (
		)｡
 白石満彦 ｢借地権課税	年の歩み｣ 税大論叢６号頁 (
)｡
































 渡辺淑夫・山本清次 『法人税基本通達の疑問点 (四訂版)』 	頁 (ぎょうせい､ )｡
 窪田悟嗣 『法人税基本通達逐条解説 (五訂版)』 
頁 (税務研究会出版局､ 	)｡
 渡辺・前掲注頁｡
 竹村忠明 『借地借家法と補償』 頁 (清文社､ 
)｡



























 平成３年改正前の旧相続税財産評価に関する基本通達 (昭和年４月日直資・直審 (資) 
通達)､ 同
旧財産評価基本通達において､ 次のように定められていた (平成３年月日課評２－４・課資１－６に




権の目的となっている宅地に係る貸家建付借地権､ 転貸借地権､ 転借権及び借家人の有する権利｡｣ なお､
現在でも､ ｢少なくとも法人税の執行上は､ 当面従前のとおりの取扱いになるものと解してよい｣ との指摘
もある (渡辺淑夫・小林栢弘 『第四次改訂・借地権課税実務事典 (第四次改訂３版)』 頁 (ぎょうせい､
))｡
 武田監修・前掲注 『法人税法』 頁｡
し贈与課税の可否に関し､ ｢１年における賃料 (地代) 相当の利益は､ 土
地の時価額に純益にあたる年６分､ 税金その他の維持費にあたる年２分､
合計８分を乗じた額をもって相当とする｣ とした裁判例がある()｡
もっとも､ この ｢相当の地代｣ については､ 上記通達の取扱いが修正さ
れてきている｡ まず､ 昭和年の改正で､ 同通達－１－２ (注) １にお
いて､ 土地の更地価額は､ 課税上弊害がない限り､ その近傍類地の公示価
格等から合理的に算定した価額または ｢財産評価基本通達｣ 第２章《土地
及び土地の上に存する権利》の例により計算した価額によることができる
ものとされた (昭直法２－)｡ 土地の価額は､ いわゆる正常な取引価





















 武田ほか・前掲注 ｢研究 [２]｣ 頁｡
 当該通達による変更につき､ 高木文雄氏は ｢ことに､ 昭和年頃からの首都圏を中心とした地価高騰はこ
れまでにない異常なものがあり､ いわゆる金あまり現象による地価の高騰がやがては地方都市にも波及し
てゆきましたが､ このような異常な地価の高騰に並行して相当の地代を改訂してゆくことは実情にそぐわな
いのではないかということになり､ ……同通達が発遣されました｣ と述べている (高木・前掲注		頁)｡









がいわゆる ｢無償返還届出書｣ を提出した場合がそれである (法人税基本























借地人等との連名の書面｣ が ｢無償返還届出書｣ と呼ばれる書面である｡
同通達－１－７は､ 借地権を設定する法人 (地主) が借地人等との間で





















 武田ほか・前掲注 ｢研究 [２]｣ 頁｡
 武田昌輔 ｢借地権課税の研究｣ 日税研論集２号	頁 (



























































































































































































い()｡ また､ 裁判所もこれに拘束されない｡ すなわち､ 国税の法律に係
る税務通達は､ 国税庁という行政組織内の職務上の命令であることは明白
であって､ 納税者を規制するものではない｡ この点については最高裁判決
も､ ｢通達は､ 原則として､ 法規の性質をもつものではなく｣､ ｢行政組織
内部における命令に過ぎない｣ から､ ｢裁判所は､ 法令の解釈適用にあたっ
ては､ 通達に示された法令の解釈とは異なる独自の解釈をすることができ､
通達に定める取扱いが法の趣旨に反するときは独自にその違法を判定する
ことができる｣ としている()｡ すなわち､ 通達に定める取扱いに従った
課税が正当化されるのは､ あくまでそれが ｢法の趣旨｣ に適合する場合に
限られるのである｡











のが相当である｣ として､ 通達の定めに従った課税が認められるのは､ 通
達の定めが租税法規に照らして合理性がある場合に限られる旨判示してい












































値､ さらに､ 無償返還届出書が提出されている場合であっても､ 借地法上
の借地権であることに変わりはなく､ 地主側に相続等が生じたときに直ち
に当該土地の無償返還を受けられる保証はないことなどの諸点に鑑みると､
法人税法右 (一) ないし (三) において述べた課税上の取扱いは､ 法令の
定めに抵触するものではなく､ 合理性を有するものということができる｣


























もかかわらず､ 納税者に申立書 (たとえば､ ｢土地の無償使用に関する申
立書｣) や証拠書類等 (たとえば､ 物納申請に関連して要求される様々な
添付書類) を要求する通達は､ 法令の根拠のない手続的負担が通達によっ
て過度に加重されることになれば､ 手続通達の法的限界という問題が浮か





題であろう｣ と述べている()｡ また､ 関根稔氏は､ ｢法の根拠のないとこ
ろで課税庁との個別の合意を認める制度には租税法律主義からの批判があ




 岸田貞夫 ｢判批｣ 	
税研情報巻４号頁 ()｡













相続税法は､ 相続税の課税標準 (課税価格) を構成する ｢当該相続又は
遺贈により取得した財産の価額｣ (相続税法条) をその ｢取得の時にお












 三木義一ほか 『実務家のための税務相談 (民法編) 第２版』 頁 [関根稔執筆] (有斐閣､ 	)｡
 この点について､ 岸田貞夫氏は ｢通達に依存しすぎているとの感をいだかせる｣ と述べている (岸田・前
掲注	
頁)｡ 同旨として､ 浅妻章如 ｢判批｣ ジュリスト号頁 ()｡
 この件につき､ 白石満彦氏は､ 借地権の評価方法を法定しなかった理由として､ ｢昭和年相続税法は､ 地
上権について､ その評価方法を法定したが､ 借地権たる地上権を除外した｡ 一般に取引価額の有ることを予






















借地権､ または､ 借地権が設定されている土地 (｢貸宅地｣ ともいうが､










 川井重男 ｢判批｣ 税務弘報巻４号	頁 (	)｡
長の定める割合を乗じて計算した金額によって評価する｣ 方式 (以下､ こ













から借地権評価額を控除して評価する方式 (以下､ この方式を ｢借地権価
額控除方式｣ という｡) を採用している｡ 当該土地の自用地価額の評価方
法はで述べたとおりである｡ 自用地の価額からで述べた借地権の価額
を控除した残額が､ 底地の評価額となる｡
このように､ 借地権の価額は､ 借地権割合方式 (財産評価基本通達)
により評価し､ その底地の価額は､ 借地権割合を踏まえた借地権価額控除











 昭和年に定められた財産税法は､ 借地権の評価方法を ｢賃貸価格倍率方式｣ を採用し､ その後､ 昭和
年制定時の富裕税法では､ 富裕税財産評価事務取扱通達において準用されていた (白石・前掲注
頁､ 武
田・前掲注 ｢研究｣ 	頁 [渡辺充執筆])｡ 参考：富裕税財産評価事務取扱通達(借地権の評価) ｢借地権
の価格は､ 宅地の価額の評価方法に準じて評価し､ その調査は､ おおむね､ 宅地の例に準ずる｡｣､ 同(宅
地の評価) ｢宅地の価額は､ 当該宅地の賃貸価格に当該宅地の属する地域に適用されるべき第項の評価倍数
を乗じて得た額によって評価する｣､ 同(評価倍数) ｢前項の評価倍数は､ 状況類似する地域ごとに当該地
域内の標準となるべき宅地の価額 (一坪当り) の当該宅地の賃貸価格 (一坪当り) に対する倍数とする｡｣
と底地の価額とを合計すれば自用地価額に等しくなることを意味している｡





借地権が設定されている土地について､ 地主が ｢相当の地代｣ (法人税
法施行令条) を収受している場合に､ 相続等により当該土地を評価す
るときは､ 前述の原則的な評価に代えて､ 自用地の価額から､ その価額の
パーセントに相当する金額 (借地権の価額) を控除した金額により､ 評
価することとしている (相続税財産評価関係個別通達 ｢相当の地代を収受





























当地代通達１)｡ 具体的には､ 同通達３が次のとおり定めている｡ まず､
①権利金を支払っていない場合または特別の経済的利益を供与していない




















































 桜井ほか・前掲注頁､ 加藤千博編 『平成年版相続税法基本通達逐条解説』 	頁 (大蔵財務協会､
)｡ なお引用元では ｢借地権の慣行｣ となっているが､ これはおそらく東京地裁判決でもあるように ｢権














































不動産鑑定評価基準によると､ 借地権の価格は､ ｢借地借家法 (廃止前
の借地法を含む｡) に基づき土地を使用収益することにより借地人に帰属
する経済的利益 (一時金の授受に基づくものを含む｡) を貨幣額で表示し




















































































での評価は､ 不動産鑑定評価にいう限定価格､ すなわち､ 当該借地関係の
当事者間でのみ成立するとする完全所有権の回復を前提とした価格による
ものということができる｡
一方､ 相続税法条の ｢時価｣ については､ 一般に ｢不特定多数の当事
者間において自由な取引が行われた場合に通常成立すると認められる価額｣
と解されているが､ これは不動産鑑定評価にいう正常価格､ すなわち､ 自
由市場における第三者間による価格と同じ意味なのではないかと考えられ
る()｡ このように考えると､ 特に底地について､ 財産評価基本通達の定
める借地権価額控除方式による評価方法がその ｢時価｣ の評価方法として
適切なのか､ 疑問が生じる｡ 具体的には､ 借地権価額控除方式により評価















































号	頁がある｡ 当該裁決は､ 請求人の評価額ではなく､ 審判所が独自に鑑定評価を依頼して評価した価額を
その評価額として､ 原処分の一部を取り消した事案である｡
は､ 上記のような ｢特別の事情｣ があるとして､ 借地権価額控除方式によ





















もっとも､ 審判所は一方で､ 上記２名からまた､ 審判所の依頼による鑑

















しかし､ 相続税法条の ｢時価｣ との関係を考えると､ やはり借地権価
額控除方式を底地評価の原則とする本裁決には賛成できない｡ 前述のとお
り､ 同条の時価とは､ ｢不特定多数の当事者間の自由な取引が行われた場





















































 当該ただし書きは次のとおりである｡ ｢ただし､ 借地権の目的となっている宅地の売買実例価額､ 精通者意







 Ｅの亡夫Ｈは､ 昭和年 (年) ５月１日､ Ｓにマンションの所有
を認めて､ その所有する本件土地を賃貸した｡ その賃貸借契約の内容は､
概ね次のとおりである (なお､ 権利金の授受に関する条項は存しない)｡
① 賃貸借契約期間は､ 昭和年５月１日から満年間とする｡ ただし､
特約条項によりＨから本件土地の買取りの申出があったときは､ 申出
日から３か月を経過した時に本契約は自動的に解除されるものとする｡
 Ｓは､ 保証金として総額万円をＨに差し入れる｡ ただし､ 保証
金には利息を付さない｡
 右の保証金は､ 本契約解除時にＨからＳに全額返還する｡
 賃料は月額万円とし､ Ｓは､ 毎月末日までに翌月分をＨに持
参して支払う｡ ただし､ 賃料は､ 租税公課､ 諸物価及び近隣の賃料の
変動等により協議の上増減するものとする｡





 Ｅの死亡後､ Ｘは､ 平成５年６月日､ 本件相続に関する遺産分割協
議の結果､ 本件土地を単独で取得し､ 同年月日､ Ｓに対し､ 本件土
地の明渡しを求める訴えを大阪地方裁判所に提起した｡ 右訴訟において､
平成６年１月日､ ＸとＳとの間に訴訟上の和解 (以下 ｢本件和解｣ と
いう｡) が成立した｡ 本件和解の内容は､ 次のとおりである｡


































たのであるから､ 国税通則法条２項１号所定の ｢和解｣ に該当する
というべきである｡｣























に伴い､ 通常､ 一種の財産権として取引上認められているのであって､ こ
のような借地権の本来有する経済的価値や､ 借地人が地主に対して将来借
地を無償で返還する旨約している場合 (無償返還届出書が提出されている














本件は､ 相続開始時に特別医療法人 (以下 ｢本件医療法人｣ という｡)
に貸借されていた土地 (以下 ｢本件土地｣ という｡) に係る被相続人 (以
下 ｢Ａ｣ という｡) の共有持分 (３分の１) の時価 (相続税法条) につ
き､ その相続人 (相続分２分の１) である原告 (以下 ｢Ｘ｣ という｡) が､
財産評価基本通達 (昭和年直資､ 直審 (資) ｡ 平成年課評２－３
ほかによる改正前のもの) の貸宅地の評価に関する定めに基づき､ 自
用地として評価した価額から借地権割合	パーセント相当額を控除した後
の価額を評価額として､ 相続税の申告をしたところ､ 東村山税務署長 (以





直評９｡ 平成年課資２－４ほかによる改正前のもの｡ 以下 ｢相当地代通
達｣ という｡) ８) に基づき､ 自用地として評価した価額の
	パーセント
相当額を評価額として､ 相続税の更正処分 (以下 ｢本件更正処分｣ という｡)
および過少申告加算税の賦課決定処分 (以下 ｢本件賦課決定処分｣ という｡)









 Ａ (本件医療法人の理事) およびＣ (同代表理事長) と本件医療法









Ｙは､ ｢無償返還届出書が提出されたことから､ 本件土地の評価は､ 相
当地代通達８によるべきと主張する｡ しかしながら､ まず､ そもそも土地
の返還に当たって､ 借地人が賃貸人に対し金員の請求をすることができる
旨の法律上の規定は存在｣ しないし､ また､ ｢仮に､ 無償返還の合意が……
返還の対価の提供を不要とする旨の合意であるとすれば､ それは､ 借地人
に不利益な定め｣ であって､ ｢借地法条および借地借家法９条により無
















と等の理由から､ 当該土地の価額 (交換価値) がいわゆる底地価額 (自用
地としての価額から借地権価額を控除した金額) にまで低下してしまうと







ていることから､ 地代の額がそれだけ低く定められ､ 借地人は､ 適正な土
地使用の対価としての相当の地代を下回る地代を支払うことによって､ 当
該土地を独占的に利用することができることとなる｡｣
｢このように､ 権利金の授受によって､ 賃借期間中､ 上記相当の地代と
実際に支払う地代との差額に相当する経済的利益が借地人に帰属すること
になり､ その反面､ 借地権の設定されている宅地の価額は､ 当該宅地の自
用地としての価額よりも､ 借地権の価額 (その実態は､ 土地の適正地代と
実際に支払われる地代との差額に賃借権の存続期間を乗じた借地人に帰属
すべき利益の額がこれに相当する｡) だけ低く評価されることとなるとい

































































































































































一方､ 前掲大阪地裁判決では､ 判決文をみる限り原告 (Ｘ) が無償返還の
合意の効力については積極的に主張していなかったようであり､ 裁判所も
この点については判断していない｡ しかし､ もし原告がこの点を主張した
場合､ この主張を退けるには､ 前掲東京地裁判決の判断のように､ 無償返




効なもの (借地借家法の特例) とするよう､ 法整備を図るべきと考える｡



















借地権の時価について､ 粕谷幸男氏は､ ｢今日､ 借地権の売買について






















 北野弘久ほか編 『争点相続税法』 頁 [粕谷幸男執筆] (勁草書房､ )｡








き取らないと思われる｡ このような価額は､ ｢時価｣ が ｢不特定多数の当
事者間の自由な取引が行われた場合に通常成立する価額｣ であるという前
提に立つ限り､ 明らかに時価を超える高額な金額であると考えられる｡







































にして､ 通達のみを根拠に､ 課税の有無､ 評価額が左右されることを認め
ることは､ 通達に法源性がないことからも､ また合法性の原則の観点から




















る､ ということである｡ したがって､ 評価通達の制定当時からの借地権価
額控除方式という評価方法に固執せず､ ｢不特定多数の当事者間の自由な
取引が行われた場合に通常成立する価額｣ としての ｢時価｣ の意義にも沿
うような評価方法を導入してほしいものである｡
さらに､ 相続があった場合の無償返還届出書に関する取扱いについても､
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	. 鈴木修三 ｢所得金額の計算と税務申告書の記載 [益金の額の計算] ３借地権｣ 税
経通信	巻号 (	)

１. 嶋村正弘 ｢判批 (東京地裁平成	年７月	日)｣ 国税速報号 (	)
２. 嶋村正弘 ｢判批 (東京地裁平成	年７月	日)｣ 税務事例
巻７号 (	)
３. 岸田貞夫 ｢判批 (東京地裁平成	年７月	日)｣ 税研情報巻４号 (	)
４. 三木義一 ｢判批 (東京高裁平成７年月	日､ 千葉地裁平成７年２月		日)｣ 税研
号 (		)
５. 石島弘 ｢判批 (大阪高裁平成２年	月９日､ 大阪地裁平成元年３月	日)｣ 税研
号 (		)
６. 森田義男 ｢判批 (裁決平成９年	月日)｣ 税理
巻３号 ()
７. 浅妻章如 ｢判批 (東京地裁平成	年７月	日)｣ ジュリスト
号 (	)
８. 鎌田泰輝 ｢判批 (最高裁昭和
年６月	日)｣ 月刊税務事例７巻２号 ()






. 川井重男 ｢判批 (東京地裁昭和年７月日)｣ 税務弘報巻４号 ()
. 戸島利夫 ｢判批 (名古屋高裁昭和年月日)｣ 税経通信	巻号 ()
. 服部勝彦 ｢判批 (名古屋高裁昭和年月日)｣ 税務弘報巻２号 ()
	. 平岡久 ｢判批 (最高裁昭和		年３月
日)｣ 行政判例百選Ⅰ第４版 [別冊ジュリス
ト号] ()
. 平岡久 ｢判批 (最高裁昭和	年月日)｣ 行政判例百選Ⅰ第４版 [別冊ジュリス
ト号] ()
. 増井良啓 ｢判批 (大阪高裁昭和	年３月	日)｣ 租税判例百選第４版 [別冊ジュリ
スト
号] ()
. 増井良啓 ｢判批 (最高裁平成７年月日)｣ 租税判例百選第４版 [別冊ジュリス
ト
号] ()
. 松井宏 ｢判批 (裁決平成年５月日)｣ 税務事例	
巻号 ()

１. 国税庁総務課 ｢国税庁関係 国会答弁要録 (Ⅹ)｣ (
)
２. 昭和	年月税制調査会答申の別冊｢答申の審議の内容及び経過の説明｣ ()
	


